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アスファルト・コンクリート塊再生工場（埼玉県内）



廃塩ビ管のリサイクル施設（埼玉県）

廃塩ビ管ストックヤード
（ここで人出で仕分ける）

汚れや異物の多い低ランク品がほとんど。リサ
イクル専門業者には品質の良い原料は入って
こない状況。（低ランクでも有償とのこと）

汚れや異物を人手を使
い水で大まかに洗浄し、
その後破砕。

破砕物をスクリーンにかける
と、砂等の細かい異物を含
む残渣がたまる

最終的には圧縮溶解させ、押し出し成型によりペレット
状の樹脂製品を製造、最終製品加工業者に出荷



焼却残渣処理とスラグ資源リサイクル（愛知県内）

分離された溶融メタル

処理される焼却残渣

後方は溶融スラグ（徐冷スラグ）、
前方に溶融釜

電炉の蓄積された技術を活用して、電気抵抗
式溶融による高度な分離・濃縮機能を発揮



今日のお話

１．本当に環境に配慮されたリサイクル
製品とは？-本研究プロジェクトの視座

2.循環型社会と低炭素社会

3.建設系再生製品リサイクルによる脱温
暖化への貢献



リサイクルの好循環と悪循環
リサイクルは大事（総論賛成）

リサイクル品に対する意識
（高い、品質も良くない、危ない）

リサイクル品は経済的に競
争性がない、売れない

再生資源を積極的に製品利用

リサイクル品の購入を公共で支援

不適正な処理事件
や偽装問題

不信感

リサイクル品需要拡大

資源消費抑制＆環境負荷低減

リサイクル品に対する意識
（多少高くても買おう、見た目は気
にしない、安全性は許容範囲内）

不適正処理

不信感

公共で管理厳格化

高コスト化



リサイクルの好循環を支援し悪循環を断ち切る
ためのこれまでの取り組み→本研究の視点

リサイクルは大事（総論賛成）

リサイクル品に対する意識
（高い、品質も良くない、危ない）

リサイクル品は経済的に競
争性がない、売れない

再生資源を積極的に製品利用

リサイクル品の購入を公共で支援

不適正な処理事件
や偽装問題

不信感

リサイクル品需要拡大

資源消費抑制＆環境負荷低減

リサイクル品に対する意識
（多少高くても買おう、見た目は気
にしない、安全性は許容範囲内）

リサイクルが縮小

不信感

公共で管理厳格化

高コスト化

グリーン調達・リサ
イクル製品認定制
度・環境ラベル

廃棄物処理法
に基づく規制

行政等による
管理強化

本当に環境に配慮した
リサイクル品とは？
必要な機能は備えて
いる。安全性は？他の
温暖化等の環境負荷
は？どれくらいのレベ
ルを望むべき？

本研究の視点
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建設系再生資源の需給バランスには、化学物質
リスク管理との両立（バランス）がカギ！

• 循環型社会の形成にとって、化学物質リスク管理との両立
は大変重要な課題

• 特に本研究で焦点をあてる建設系の再生資源の発生は避
けられない一方で、将来、受給がアンバランスになる可能性
が高く、適切な環境安全品質レベルを担保した循環システム
を再構築する必要に迫られている。
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需要予測

土木構造物
廃棄予測

建築構造物
廃棄予測

建設系廃棄量の将来予測
橋本征二 廃棄物処理等科研費「耐久財」研究成果

発生量
再資源化
率（％）

コンクリート塊*
アスコン塊*
鉄鋼スラグ**
非鉄スラグ***
石炭灰#

建設発生土*
一廃溶融スラグ###

3200 万トン
2600 万トン
3700 万トン
550 万トン

1070 万トン
19500 万m3

52 万トン

97.5
98.7
98.8
98.4
96

30##

66

H17
H17
H16
H17
H17
H17
H16

*H17建設副産物実態調査 **鉄鋼スラグ統計年報 ***日本鉱業協会
#石炭エネルギーセンターHP ##利用確定受入地除く ###日本産業機械工業会

主な再生資源（副産物・廃棄物・発生土等）の
発生量と再資源化率



建設廃棄物発生に起因する不法投棄問題
（不法投棄廃棄物の内訳）
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研究背景 再生資源の環境安全性

週間プレイボーイ 2007年2月12日号記事

製鋼スラグからのアルカリ水発生などフェロシルト問題
鉄鋼スラグ汚染問題
エコ偽装発覚問題

企業モラル欠如による一部事件

再生資源に対する社会
の信頼失墜

一層循環利用が進まない
悪循環に陥りつつある

一律的に過剰な基準適用→合理的な判断基準が必要



量的に多い建設資材系の再生製品を対象に、土壌・地下水への溶出リスクに焦点

再生製品の環境安全評価方法の体系的システム規格化

目的に応じた試験評価
方法の確立・規格化

合理的安全品質レベル設定

他の環境負荷と
のトレードオフ

リスクベース分析（RBA）

技術的達成可能性
（BAT/MACT）

測定可能レベル
（PQL）

バックグラウンドレベ
ル（BGL）

費用便益

土壌・地下水への影響予測手法

溶融スラグ
セメント等

土層

地下水・帯水層

各種特性試験（多様な性状、利用形態に対応）

環境曝露促進試験
（長期的外部環境変化の影響把握）

データ提供

有害物質溶出

再生製品に対する環境安全評価手法のシステム規格化に基づく安全品質
レベルの合理的設定手法に関する研究

平成17～19年度 環境省廃棄物処理等科学研究費補助金研究



研究内容構成・実施体制

廃棄物学会

研究推進委員会

海外の研究
コミュニティ
国際標準化
の調和

１）土壌・地下水リスク
に係るシステム規格の
枠組み及び基本設計

２）試験条件の詳細設計
と試行・照合試験・改良

３）データ蓄積・データ
ベース化

４）土壌・地下水リスクの
シミュレーション手法及び
予測支援ツールの構築

５）社会への影響を考慮
した安全品質要求レベル
合理的決定手法の検討

国環研・富山
県環科C

研究委員会・

試験・

検査法部会

連
携溶融スラグ→コンクリート構造物

土層 有害物質溶出

（適用例）

地下水・帯水層

国環研・明星大・
神奈川県環科C

北大・国環研

国環研・京大
再生製品に対する体
系的な骨太の安全品
質評価システム規格

あらゆる再生製品に
適用可能な共通化さ
れた規格提案

国際的調和も意識し
た規格提案 （アジア
ネットワーク化）

リスクベース（科学
的）の安全品質レベ
ルの設定支援

政策形成過程での
社会的影響等も含
めた安全品質要求レ
ベルの意志決定支
援情報提示

【研究構成】 【研究実施体制】 【研究アウトカム】

アカデミック
スタンダード

再生製品に対する環境安全評価手法
のシステム規格化に基づく安全品質レ
ベルの合理的設定手法に関する研究

知的基盤創出
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環境負荷低減とリサイクル促進のジレンマ

環境負荷低減

（化学物質・温暖化）

リサイクル促進

（廃棄物対策・天然
資源消費抑制）

両者をどのようにバランスさせていくか！？



循環型社会実現への道のりは？

環境面 コスト面

Reduce:排出抑制

Reuse：
再使用

Recycle：
再生利用

技術ライフスタイル

３Ｒ

廃棄物問題の解決と循環型社会の構築のために



循環型社会



人間社会

自然の循環

環境

資 源 の

採 取

廃 物 の

排 出

固形
廃棄物

排ガス・排液
資源

経済社会の循環

出所：中央環境審議会循環型社会計画部会（2003）第11回資料２に加筆（国立環境研究所 橋本征二）

物質フローと持続可能な発展

循環型社会の意味！（１）



循環型社会とは

製品等が廃棄物等となることが抑制され、・・・製品
等が循環資源となった場合においては・・・適正に循環
的な利用が行われることが促進され、・・・循環的な利
用が行われない循環資源については適正な処分が確保さ
れ、もって天然資源の消費を抑制し、環境への負荷がで
きる限り低減される社会

循環型社会形成推進基本法
（2000年5月）

物質フローと持続可能な発展

循環型社会の意味！（２）



大量生産→大量消費→大量リサイクルの
社会構造には注意が必要



循環型社会のあり方

天然資源採取量と廃棄
量を小さくするのが目的

循環のフローを大
きくするのは手段で
あり目的ではない



脱温暖化社会(低炭素社会）



温暖化のしくみ

大
気
圏

森林・土壌
海洋への吸収

増加するCO2による
温室効果増大＝温暖化

CO2の

温室効果

宇宙への
放出エネルギー

CO2

CO2

CO2 CO2

石油
石炭
天然ガス

地
表
面

太陽からの
入射エネルギー

燃焼

CO2

CO2

温暖化をとめるには

排出量＝吸収量
にする必要

CO2

温室効果を持つガス：
二酸化炭素、メタン
一酸化二窒素、フロン等

短波長

長波長

第18回廃棄物学会研究発表会特別シンポジウム・西岡氏資料



4.世界の二酸化炭素排出量(1)<参考>
22

②二酸化炭素の国別一人あたり排出量 （2004年）①二酸化炭素の国別排出量（2004年）

二酸化炭素の国別排出量と国別一人あたり排出量

出典：（財）日本エネルギー経済研究所計量分析ユニット(2007)EDMC/エネルギー・経済統計要覧を基に環境省作成

※ＥＵ15ヶ国は、ＣＯＰ3（京都会議）開催時点での加盟国数。

トンCO2/人



予想温度の幅
・人為排出量前提の違い
・気候モデル予測間の幅

経験の無い温暖な気候になる ＩＰＣＣ第３次評価報告書における排出シナリオ

ＩＰＣＣ第３次評価報告書

第18回廃棄物学会研究発表会特別シンポジウム・西岡氏資料に追加



自然の濃度 280ppm

380ppm
400－440ppm

現在

産業革命以前から 2.4－2.8℃？

気候の安定化：究極的には今の半減以下の排出へ
危険なレベルを避けるには早急な対応が必要

人為的排出量
7.2Gt / 年

（年 1.9 ppm増）

自然の吸収量
3.1Gt / 年

危険なレベルに
ならないように
どう栓を

締めてゆくか

工業化

大気中の二酸化炭素

・安全なレベルで安定化したとき 排出量/年＝吸収量/年
・危険なレベルになる前に排出をうまくへらす。

（二酸化炭素で代表した説明）
Gt=10億トン、炭素換算

Q:危険なレベルとは？

Ｑ：自然はもっと吸収しないか？

第18回廃棄物学会研究発表会特別シンポジウム・西岡氏資料



第18回廃棄物学会研究発表会特別シンポジウム・森口氏資料



建設系再生製品リサイクルによる
脱温暖化への貢献

画像出典：茨城県HP



図１　日本の温室効果ガス排出量の推移とその内訳
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運輸部門

民生部門

エネルギー転換部門
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二酸化炭素
（CO2）

基準年比7.8％増

2006年速報値は
前年比 －1.3％ 廃棄物部門のシェア:

3.5% (CO2,CH4,N2O)
CO2 換算4800万トン

第18回廃棄物学会研究発表会特別シンポジウム・森口氏資料



図２　廃棄物処理関連の温室効果ガス排出量の内訳
(2005年度）

廃棄物の焼却
(CH4)
0.2%

廃水の処理
(CH4)
3.0%

埋立（CH4）
12.0%

廃水の処理
(N2O)
2.4%

廃棄物の焼却
(CO2)
76.2%

廃棄物の焼却
(N2O)
6.2%

廃プラスチック、廃油、廃タイヤ等の
焼却

紙などバイオマス起源の
CO2排出は含めない

これ以外に畜産廃棄物関係の
温室効果ガス排出量が、日本
の総排出量の約0.5％を占める

廃棄物部門のシェア:
3.5%(CO2,CH4,N2O計)
CO2 換算4800万トン

第18回廃棄物学会研究発表会特別シンポジウム・森口氏資料



廃棄物管理における直接排出源

0

10

20

30

40

50

60

京
都
議
定
書

の
基
準
年 1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

（年度）

3.5%

3.6%

3.7%

3.8%

3.9%

4.0%

4.1%

排水処理

一廃/産廃の埋立・コンポスト化

家畜糞尿の管理

農業廃棄物の野焼き

一廃/産廃の焼却

総排出量に占める比

（CO2換算百万トン） （総排出量に占める比）

NIES橋本作成



再生(マテリアル)
プラスチック製造業

ボイラー燃料
製紙工場・廃棄物発電

高炉・コークス代替利用
鉄鋼業

燃料代替
セメント産業

余熱利用・スラグ化
非鉄製錬・大規模焼却施設

単なる焼却・無害化
焼却施設

埋立処分

ＲＰＦ化施設

特定の単一素材又
は汚れ等が少ない

もの
代表例；発泡ｽﾁﾛｰﾙ,塩ビ管,特定の樹脂

分別・選別
が必要とな
れるもの

(混合物,塩
ビ混入物)

破砕・選
別・圧
縮・梱包
施設

低

塩
ビ
の
混
入
率

高

低

不
純
物
混
入
率

高

処分型
破砕施
設又は
未処理

需要
増

需要
増

需要
増

需要
増

出典：滋賀県検討会資料

廃プラスチックの循環・処理技術



再生(マテリアル)
畜産敷料・肥料・木質ﾎﾞｰﾄﾞ

ボイラー燃料
製紙工場・廃棄物発電

セメント原料・燃料
セメント産業

余熱利用・スラグ化
非鉄製錬・大規模焼却施設

単なる焼却・無害化
焼却施設

埋立処分

単一素材で汚れ等
が少ないもの 代表例；製材工場等のおがくず,樹皮,端材

破砕が必
要なもの
、分別・選
別が必要
となれるも
の(混合物,
金属混入
物)

破砕（チッ
プ化）・選
別施設

不
可

低

金
属
類
の
混
入
率

高

不
可

低

不
純
物
混
入
率

高

処分型
破砕施
設又は
未処理

製紙原料
製紙工場

木質ボード原料
ボード工場

柱
・角
材
な
ど

需要
増

需要
増

需要
増

需要
増

需要横
ばい

出典：滋賀県検討会資料

木屑の循環・処理技術



塩ビリサイクルを事例として
-土木・建築用塩ビ製品の状況-

塩ビ製パイプ・継手は主に土木・建築用途に利用されており、塩ビ製品全体の約4
割の60万トン程度を占めるが、2006年度でマテリアルリサイクルは6割程度と推
定され、残り4割の20万強は焼却や埋立処分されていると予想。比較的汚れ・異
物の少ないＡ，Ｂランクの塩ビ管はリサイクル率が高いが、Ｃランク以下の廃品は、
相当部分が処分されている。

出所：塩ビ工業・環境協会



土木・建築用塩ビ製品リサイクルの効果
-塩ビパイプのマテリアルリサイクル-

塩ビパイプ製品1トン当たりのＣＯ2排出量比較：

1.焼却処分+ヴァージン原
料製品製造

2.100％再生樹脂製品製造

機能単位：廃塩ビ管１トンの処分or再生（1回の繰り返し再生）

3,902kgCO2/t

483kgCO2/t

廃塩ビ管が1年間に60万トン発生すると仮定し、すべて再
生塩ビ管にリサイクルとした場合、焼却処分に比較して、
約200万トンのCO2削減効果のポテンシャルになる

出所：塩ビ工業・環境協会



建設リサイクルの温暖化ガス削減効果は？

• 建設発生土 約3億トン、副産物・廃棄物系約1億トン 計4億
トンの発生のうち、適切にリサイクルされると天然資源消費
抑制による温暖化ガス排出削減量（CO2）は最大数万トン程
度を予想。現状の最終処分を回避することによるCO2削減
は、最大数十万トン程度と予想。

• 一方、建設発生木材460万トンを燃料化した場合、単純な焼
却や埋立に対して、約500万トンのCO2削減になると予想。
木質ボードへのリサイクルは？

• 塩ビのマテリアルリサイクル（100％再生）で最大約200万ト
ンの削減効果を予想。

• 土石系の建設リサイクルは、温暖化対策としての効果はあ
まり大きくはないが、自然からの天然資源の採取や最終処
分量の削減には大きな貢献をしている。

※上記の数値は、ごく大まかな試算なので、引用等は行わないでください



廃棄物対策（減量化・有害物質管理）と脱温暖化と
のトレードオフ（ごみ溶融によるスラグ化を例に）

• 焼却/灰溶融/ガス化溶融プロセスのCO2排出量のうち、172kg-CO2／ｔは廃
棄物（バイオマス以外）の燃焼由来

• 全体から見れば、溶融に伴う追加的CO2排出、山元還元に伴う追加的CO2
排出は大きくはない。（廃棄物部門は日本の総排出量の３％程度）
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焼却／ガス化溶融（非エネルギー起源） 焼却／ガス化溶融（エネルギー起源）

溶融飛灰前処理施設 溶融スラグ後処理

最終処分 運搬

非鉄金属精錬の便益 溶融スラグ利用の便益
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おわりのメッセージ

• 循環型社会と低炭素社会づくりは協調するこ
とによってWin-Winの関係が築ける

• 廃棄物対策上の化学物質リスク低減と脱温
暖化との間にはトレードオフの関係もあり、優
先順位を合意しながらどのようにバランスをと
っていくかが重要。



ご静聴ありがとうございました。


